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は　じ　め　に
　改正精神保健福祉法 41条に示された「指針」1）

は，今後のわが国の精神科医療の方向性を示すも
のとして重要な意味をもつ．特に，病床機能分化
に関する事項として 7項目が挙げられている．日
本精神神経学会精神医療・保健福祉システム委員
会では，すでに，これらの項目についての基本的
な考え方を示したが（学会ホームページに掲
載2）），委員会活動が一般会員の意見動向を把握し
ながら検討を進めることが重要であると考え，学
会ホームページを利用して，web上で回答を求め

る手法を用いて広く会員に対してアンケート調査
を実施した．本調査は，本学会倫理委員会の承認
を得て行った．また，本調査内に含まれる個別の
情報については，回答者との紐付けを一切行わず，
個別の情報が特定できない形で集計・分析した．

Ⅰ．方　　　法
　平成 27年 5月 1～30日の間に，学会ホームペー
ジ上にアンケート項目を掲載して web上で送信
して回答を求める方法をとった．質問項目は 9項
目とした．
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める」の 3項目であった．賛成群がやや多かった（55～62％）質問項目は，「急性期充実のために
慢性期病床を削減する」　「身体合併症・高齢者については病床転換型老健類似施設で処遇する」　
「病院内の人材を地域に移動させる必要がある」の 3項目であった．反対群が賛成群よりもやや多
かった（反対が 47％程度）質問項目は，「慢性患者の症状評価は第三者機関で」　「生活訓練施設は
地域内に置くべきである」の 2項目であった．アンケート調査によって各種問題に対する会員の
意向を知ることができ，極めて有意義な調査であった．
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　問 1（以下，Q1と略する）では，回答した会員
の属性について質問した．
　問 2～9（Q2～Q9）では，いずれの質問項目に
おいても，回答は，「①そう思う，②どちらかと言
えばそう思う，③わからない，④どちらかと言え
ばそう思わない，⑤そう思わない」の 5つから 1
つを選ぶように指示し，さらに，自由記載欄を加
えた．回答者数は 862名で，これは，全会員の
5.3％に相当した．なお，本稿では，紙幅の関係か
ら，自由記載欄の例はごく一部しか示せなかった．

Ⅱ．結　　　果
　1． Q1：回答者の属性
　①勤務先「精神科病院 47.0％，大学を含む一般
病院精神科 23.9％，精神科診療所 20.0％，公的機
関（保健所，精神保健福祉センター）3.9％，その
他 5.1％」，②勤務先の精神病床の有無「ある
66.1％，ない 33.9％」，③勤務先での立場「管理職
55.9％，非管理職 44.1％」，④精神科臨床経験年数
「20年以上 54.2％，10年以上 20年未満 31.2％，5
年以上 10年未満 10.9％，5年未満 3.7％」
　属性から回答者の傾向をみると，精神科病院勤
務者が 47％と多く，しかも 20年以上の臨床経験
をもつ管理職としての立場の医師が 55.9％と多
かった．すなわち，精神科病院の院長またはそれ
に準ずる人達が 40％以上を占めているものと考
えられる．しかし，それが公的病院か民間病院か
について回答は求めなかった．

　2． Q2：「指針では，入院医療のうち急性期（3
か月以内）について手厚い人員配置を行い，
これによって，短期入院中心の精神科医療
に転換しようとしています．しかし，これを
実現するためには，一定数の慢性患者の病
床を削減する必要があるとの考えがありま
す．この点について，お考えを教えてくださ
い」

　「そう思う 26.8％，どちらかと言えばそう思う
31.5％，わからない 4.2％，どちらかと言えばそう
思わない 16.4％，そう思わない 21.1％」であった

が，これを賛成，反対の 2群に大別すると，賛成
群「そう思う＋どちらかと言えばそう思う＝
58.3％」，反対群「どちらかと言えばそう思わな
い＋そう思わない＝37.5％」と賛成群が反対群を
約 21％上回っていた．自由記載欄では，「慢性期
病床の削減を進めないと急性期病床の手厚い運営
に必要な人員が捻出できない．財政的な問題から
も，短期入院中心の積極的な医療体制を組むため
には，慢性期患者については地域福祉への移行を
進めざるを得ない」　「入院の短期化は必要である
ことは間違いないが，特に地方部においては地域
の受け皿は少なく，急性期後の治療，また慢性期
から退院を促された場合，行き場がない現状では
患者や家族の負担は大きい．むしろ受け皿が充実
してくれば，必然的に退院が促進されていくと思
う」という意見があった．

　3． Q3：「新たな長期入院者を作らないために
は，急性期に続く回復期（4か月～1年未満）
に現在よりも多くの人員を配置して，多職
種チームが機能するようにすることが必要
とする考えがあります．この点について，お
考えを教えてください」

　「そう思う 40.9％，どちらかと言えばそう思う
39.5％，わからない 1.9％，どちらかと言えばそう
思わない 10.1％，そう思わない 7.5％」であった
が，賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：
80.4％，反対群：17.6％」と賛成群が反対群を約
63％上回っていた．自由記載欄では，「回復期こ
そ，再発予防のためのプログラムや退院支援のた
めの介入が必要で，OT，PSW，心理技術者など
の配置が必須である．また単に配置そのものを評
価するだけでなく，こうした回復を支援する心理
教育や SSTなどのプログラムについても評価さ
れるべきである」　「いくら，人数を増やしても，退
院できない状態の患者の行き先を確保しなくて
は，退院するすべがなく，困るだけの状態である．
退院の受け皿がどうしても必要である」という意
見があった．
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　4． Q4：「入院期間が 1年を超えた人達について
は，第三者機関による適正な症状評価を
行ったうえで，個々の精神科医療の必要度
に応じた処遇をすべきであるという考えが
あります．この点について，お考えを教えて
ください」

　「そう思う 18.6％，どちらかと言えばそう思う
25.8％，わからない 7.7％，どちらかと言えばそう
思わない 22.1％，そう思わない 25.7％」であった
が，賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：
44.4％，反対群：47.8％」と反対群が賛成群を約
3.4％上回っていた．自由記載欄では，「第三者機
関の評価が入らなければ漫然と入院を続けるケー
スが増えることが考えられる」　「毎日の患者を診
ている医療従事者が，一番よくわかっていると思
うから．第三者機関の人が，患者を短時間に評価
できるか疑問」という意見があった．

　5． Q5：「重度かつ慢性のために入院の継続が
必要と判定される患者もいます．病状の安
定や退院にむけての治療を進めるための病
棟には，病状に応じて適切な人員配置を行
う必要があるとの考えがあります．この点
について，お考えを教えてください」

　「そう思う 46.4％，どちらかと言えばそう思う
35.4％，わからない 5.6％，どちらかと言えばそう
思わない 8.9％，そう思わない 3.7％」であったが，
賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：81.8％，
反対群 12.6％」と賛成群が反対群を約 69％上回っ
ていた．自由記載欄では，「重度医療精神障害者は
実際に一定数存在している．そのような集中的治
療を受けるべき患者は「重度かつ慢性」の患者で
あると考える．かつて「重度かつ慢性」にあたる
患者を集めた病棟で勤務していたことがあるが，
医師もコメディカルも不足し，設備投資も他病棟
に比べて遅れていた．そこに必要な資源を投入し
なければそのような病棟は極めて劣悪な療養環境
に成り下がることになるであろう」　「重度かつ慢
性のために入院の継続が必要な患者は，退院後の
生活が成り立たないために入院しているのであっ

て，病院でのマンパワーを確保しても効果的では
ない」という意見があった．

　6． Q6：「精神症状が比較的軽症でありながら，
慢性の身体合併症，あるいは高齢などのた
めに地域での居住が困難となった患者もい
ます．このような患者に対し，例えば，老人
保健施設類似の施設形態で処遇することが
必要で，病床を転換して実施することも認
めざるを得ないとの考えがあります．この
点について，お考えを教えてください」

　「そう思う 26.3％，どちらかと言えばそう思う
36.6％，わからない 7.5％，どちらかと言えばそう
思わない 13.5％，そう思わない 16.1％」であった
が，賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：
62.9％，反対群：29.6％」と賛成群が反対群を約
33％上回っていた．自由記載欄では，「総合病院に
勤務していますが，退院支援が難航するケースが
散見されます．大体は，精神症状自体は決して重
症でないものの，精神症状のために身体疾患の管
理ができないケースです．しかも，施設からは精
神症状や身体疾患を理由にお断りされてしまいま
す．病院併設の施設は理想的と思えます」　「現在
ある介護保険対応の施設でも十分退院後のフォ
ローはできています．地域資源との連携に積極的
になれば病床転換は必要がないです．病床転換論
は入院ケア重視の従来型の考え方で，地域精神科
ケアの成長を阻害する因子になると思います」と
いう意見があった．

　7． Q7：「近い将来退院可能であっても一定の
生活訓練等が必要な患者がいます．このよ
うな患者に対して，生活訓練をする施設が
必要だが，そのために病床を施設に転換し
て使用することには賛同できない，生活訓
練等は，あくまでも地域の中で行われるべ
きであるとの考えがあります．この点につ
いて，お考えを教えてください」

　「そう思う 19.6％，どちらかと言えばそう思う
22.9％，わからない 10.3％，どちらかと言えばそ
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う思わない 25.4％，そう思わない 21.9％」であっ
たが，賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：
42.5％，反対群：47.3％」と反対群が賛成群を約
5％上回っていた．また，「わからない 10.3％」と
多かった．自由記載欄では，「地域で生活するので
あれば，生活訓練は地域の中で行われるべきであ
り，精神科病院が患者を抱え込んできた歴史的結
果として精神科地域ケアが進展しなかったことを
反省すべきである」　「生活訓練は決して地域のみ
で簡単にできるものではありません．病院で仕事
をした経験がある看護師などの職員も一定程度必
要と考えます．病床を転換した訓練施設こそ一番
活用できる可能性があると思います」という意見
があった．

　8． Q8：「病床の削減が必要であっても，これを
実現するうえで，地域内での受け皿（居住施
設又は生活を支援するサービス）が整備され
る必要があり，これらの整備状況をみなが
ら地域移行は段階的に進められるべきとの
考えがあります．この点について，お考えを
教えてください」

　「そう思う 58.5％，どちらかと言えばそう思う
25.7％，わからない 2.3％，どちらかと言えばそう
思わない 7.1％，そう思わない 6.4％」であったが，
賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：84.2％，
反対群：13.5％」と賛成群が反対群を約 71％上
回っていた．自由記載欄では，「受け皿を用意せず
に退院だけを進めるのは別の形で社会的な問題を
引き起こすことになるというのは米国の事例から
も言えると思います」　「受け皿の整備を待ってい
て何もしないのでは何も変わらない．受け皿は，
必要性があればすぐにできる．受け皿の充足を
待っているよりも受け皿を作らなければならない
事情を早急に作ることこそが必要だ」という意見
があった．

　9． Q9：「今後，地域移行を進めるためには，病
院勤務をしている人材を地域に移動させる
ことが必要になります．この点について，お
考えを教えてください」

　「そう思う 28.3％，どちらかと言えばそう思う
33.2％，わからない 9.8％，どちらかと言えばそう
思わない 13.3％，そう思わない 15.5％」であった
が，賛成，反対の 2群に大別すると，「賛成群：
61.5％，反対群：28.8％」と賛成群が反対群を約
33％上回っていた．自由記載欄では，「地域生活を
続けるためには，アウトリーチによる援助が必要
なのが現実です．従来型の病院の仕事をしている
だけでは難しいと思います」　「給与は，誰が支払
うのでしょうか？　財源の確保，保証がないの
に，誰が地域に行くのですか？」という意見が
あった．

　10． クロス集計分析
　1） 主な勤務先による分析
　回答者の主な勤務先によって回答行動に相違が
みられる．Q2の「急性期医療充実のために慢性期
病床の削減」についての賛成群の割合は，精神科
病院 49.3％，一般病院 67.2％，精神科診療所
67.7％，公的機関 65.6％と，一般病院勤務者（大
学病院，総合病院）と診療所勤務者がほぼ同率で
高く，精神科病院勤務者は 50％以下にとどまって
いた（図 1）．
　Q6の「高齢・身体合併症のための老人保健類似
施設への病床転換」については，精神科病院
60.4％，一般病院 70.2％，精神科診療所 60.4％，
公的機関 62.5％であり，一般病院（大学病院，総
合病院）が最も高かった．Q7の「病床転換型生活
訓練施設は地域の中に置くべき」では，この意見
に賛成は，精神科病院 40.6％，一般病院 36.4％，
精神科診療所 51.2％，公的機関 43.8％であり，実
際に入院医療を担っている精神科病院・一般病院
に勤務している回答者では反対群のほうが多かった．
　2） Q2「急性期医療充実のために慢性期病床の

削減」の回答と他の項目の回答について
　Q2における「急性期医療充実のために慢性期病
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床の削減」について，賛成した群と反対した群と
では，以降の回答行動に差異が認められた．Q4「1
年以上入院者の症状評価を第三者機関が行う」で
は，Q2賛成群では，62.0％が賛成であったのに対
して，Q2反対群では，賛成は 26.3％にとどまって
いた．Q6の「高齢・身体合併症のための老人保健
類似施設への病床転換」については，Q2賛成群は
71.7％と高率に賛成しているのに対して，Q2反対
群では 60.6％にとどまっていた．Q7の「病床転換
型生活訓練施設は地域の中におくべき」では，Q2
賛成群では 51.3％が賛成しているが，Q2反対群で
は 41.4％の賛成にとどまっていた（図 2）．

Ⅲ．考　　　察
　1． 病床削減に関する基本的な傾向
　わが国の精神科医療は，精神科特例を背景とし
て，医師をはじめとする職員配置が低い安価な医
療が行われてきた．指針では，「急性期の患者に対
して医療を提供するための機能：急性期に手厚く
密度の高い医療を提供するため，医師，看護職員
の配置について一般病床と同等を目指し，多職種
による患者の状況に応じた質の高いチーム医療を
提供する」と記載され 1），急性期治療（3か月以
内）の高密度化を図り，結果として，精神科特例
の廃止をめざしている．これを実現するために
は，病床機能を入院期間ごとに機能分化して，職
員の再配置を図る必要がある．具体的には，長期

慢性期病床の削減が求められている．
　Q2（慢性期病床削減）は，このような政策の方
向性について意見を問うものである．
　結果は，賛成群：58.3％，反対群：37.5％で賛成
群が反対群を約 21％上回っていた．しかし，賛否
の割合は，勤務先によって異なっている（賛成群
は精神科病院 49.3％，一般病院 67.2％，精神科診
療所 67.7％，公的機関 65.6％）．一般病院勤務者
（大学病院，総合病院）と診療所勤務がほぼ同率で
67％と高いのに比して，精神科病院勤務者は 50％
以下にとどまっていた．これは，精神科病院勤務
の回答者の多くが民間精神科病院勤務者であった
ことが影響していると推定される．
　この急性期病床の高密度化の方向は，回答者の
多くに受け入れられているように思われるが，
Q8（受け皿の整備状況をみながら地域移行は段階
的に進めるべき）での回答は，「賛成群：84.2％，
反対群：13.5％」と賛成群が反対群を約 71％も上

図 1　勤務先別 Q2の回答（サンプル数：n＝828）
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図 2　Q2病床削減賛成群と反対群の Q7の回答
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回っていた．このことは，回答者の多くが，地域
医療の整備を行ったうえでの病床削減・地域移行
を強く求めていることを示すものである．

　2． 回復期と慢性期病床の機能改善
　回答者の多くは，病床機能の改善が急性期だけ
にとどまることなく，回復期や慢性期病床の機能
の改善を求めていることがアンケートの結果，明
らかとなった．Q3では，回復期における多職種
チーム医療の導入を，回答した 5.3％の会員のう
ちの 80.4％もの会員が求めており，また，Q5で
は，81.8％が「重度かつ慢性」の人達について，
病状に応じて適切な人員配置を行うことを求めて
いる．この 2点は指針の中には記載されていない
ものであるが，入院医療の現場では従来から問題
視されていたものが明確に示されたといえる．

　3． 病床転換施設の可能性
　Q6では，「高齢・身体合併症患者のための病床
転換型施設」について意見を求めているが，賛成
群は 62.9％である．賛成群では一般病院（大学・
総合病院）勤務者が多く，身体合併症の治療にあ
たっている入院医療機関ではニーズが高いものと
考えられる．しかし，それでも，介護保険施設を
利用すべきであるという意見もあったことは尊重
しなければならない．Q7では「生活訓練を行う病
床転換型施設」について意見を求めているが，賛
成群は 42.7％にとどまっており，賛成群の主体は
精神科病院勤務者で 51.2％であった．このこと
は，民間精神科病院での利用ニーズがあり，その
具体的内容について調査する必要がある．Q6，
Q7のいずれにおいても，今後，一般会員を含めて
広く議論する必要がある．

　4． 症状評価の課題
　Q4では，「1年以上入院患者の精神症状評価を
第三者機関が行う」ことについて意見を求めたが，
賛成群は 33.5％にとどまっている．その理由とし
て，「第三者機関の人が，患者を短時間に評価でき

るか疑問．第三者機関をどこに設けるのか．しか
も，その構成や権限が不明」などが記載されてい
る．できるだけ公平に正確に，そして，多くの了
解が得られる症状評価の方法を今後検討する必要
がある．

お　わ　り　に
　①今回のアンケート調査は，賛否を求めるのが
目的ではなく，会員諸氏の考えの傾向を直接把握
するのが目的であった．その点では，回答者の貴
重な意見を知ることができた．②比較的賛成の意
見が多かった項目は Q3，Q5，Q8，Q9，比較的反
対意見が多く，意見にバラツキが多かった項目は
Q4，Q7であった．③「地域での受け皿の整備な
しに性急な退院を促進をするのではなく，受け皿
の整備をすすめながら段階的に地域移行をすすめ
るべきである」との意見が回答者の多くであった
が，他方では，「先に受け皿から議論していては，
いつまでも病床削減はすすまない」という意見も
尊重しなければならない．今回の調査では，回答
者の多くが病床削減の必要性を認めながらも，性
急な削減をすすめる前に地域の受け皿（居住施設
や支援体制）の充実を求めていることは特に重視
しなければならない。

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．

　謝　辞　アンケート調査にご協力をいただいた会員諸氏
に深く感謝します．
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　　In 2014, Japanese Ministry of Health, Labour and Welfare published the guideline on the 
policy of the psychiatric hospitals. We executed a survey to the members of“The Japanese 
Society of Psychiatry and Neurology”about the impression of this guideline, especially about
“The functional differentiation of psychiatric hospital beds”. Nine questions were notified on 
the home page of the society. 862 answers（5.3％ of the members）were corrected by website 
from 1st to 30th of May in 2015. Attribution of the answers：doctors working at the psychiatric 
hospitals（70.9％）, the psychiatric clinics（20％）, the others（9.1％）. The questions which more 
than 80％ of the answers agreed were“The reduction of the psychiatric beds should be step‒
wise under the rule of check & balance in the improvement of the psychiatric community 
treatment”, “Improve the function of the recovery phase treatment”and“The adequate treat-
ment for the patients of the severe and chronic phases”. The questions more than 55％ of the 
answers agreed were“The reduction of the chronic phase beds for the improvement of the 
function of the acute phase beds”. The questions which opposites exceeded（almost 47％） 
were “The assessment of the psychiatric symptoms in the patients of the chronic phase should  
be done by the third party”and“The facility for social skill treatment should be placed in the
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community”. We could know the mind of the members about the revolution of the psychiatric
＜Authors’ abstract＞

＜Keywords： functional differentiation of psychiatric hospital beds, psychiatric beds for 
acute phase, psychiatric beds for chronic phase, reduction of psychiatric 
beds, conversions of psychiatric hospital beds to institutional beds＞
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